
 
 
 

 
 
 
 

「国際的な連携及び交流活動」評価報告書 
 
 

（平成１４年度着手 全学テーマ別評価） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

福  井  大  学 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成１６年３月 

大学評価・学位授与機構



  



福井大学 

- 1 - 

◇ 大学評価・学位授与機構が行う大学評価 
 

○大学評価・学位授与機構が行う大学評価について 

 

１ 評価の目的 

 大学評価・学位授与機構（以下「機構」）が行う評価は，

大学及び大学共同利用機関（以下「大学等」）が競争的環

境の中で個性が輝く機関として一層発展するよう，大学

等の教育研究活動等の状況や成果を多面的に評価するこ

とにより，その結果を，①大学等にフィードバックし，

教育研究活動等の改善に役立てるとともに，②社会に公

表することにより，公共的機関としての大学等の教育研

究活動等について，広く国民の理解と支持が得られるよ

う支援・促進していくことを目的としている。 

 

２ 評価の区分 

 機構の行う評価は，今回報告する平成 14 年度着手分

までを試行的実施期間としており，今回は以下の 3 区分

で評価を実施した。 

 (1) 全学テーマ別評価（国際的な連携及び交流活動） 
 (2) 分野別教育評価（人文学系，経済学系，農学系，

総合科学） 
 (3) 分野別研究評価（人文学系，経済学系，農学系，

総合科学） 

 

３ 目的及び目標に即した評価 

 機構の行う評価は，大学等の個性や特色が十二分に発

揮できるよう，教育研究活動等に関して大学等が有する

目的及び目標に即して行うことを基本原則としている。

そのため，目的及び目標が，大学等の設置の趣旨，歴史

や伝統，規模や資源などの人的・物的条件，地理的条件，

将来計画などを考慮して，明確かつ具体的に整理されて

いることを前提とした。 

 
 
○全学テーマ別評価「国際的な連携及び交流活動」

について 
 

１ 評価の対象機関及び内容 

 本テーマでは，大学等が行っている教育研究活動等を

基盤とした国際的な連携や交流活動について，全学的（全

機関的）な方針の下に部局等において行われている活動

を対象とした。 

 対象機関は，設置者から要請のあった全国立大学（97
大学）及び大学共同利用機関（総合地球環境学研究所を

除く 14 機関）並びに公立大学の一部（4 大学）とした。 

 評価は，大学等の現在の活動状況について，過去 5 年

間の状況の分析を通じて，次の 3 つの評価項目により実

施した。 
 

(1) 実施体制 
(2) 活動の内容及び方法 
(3) 活動の実績及び効果 

 
 
 
 
 

２ 評価のプロセス 

(1) 大学等においては，機構の示す要項に基づき自己

評価を行い，自己評価書（根拠となる資料・データ

を含む。）を平成 15 年 7 月末に機構へ提出した。 
(2) 機構においては，専門委員会の下に，専門委員会

委員及び評価員による評価チームを編成し，自己評

価書の書面調査及びヒアリングの結果を踏まえて

評価を行い，その結果を専門委員会で取りまとめ，

大学評価委員会で評価結果を決定した。 
(3) 機構は，評価結果に対する対象大学等の意見の申

立ての手続きを行った後，平成 16 年 3 月の大学評

価委員会において最終的な評価結果を確定した。 

 

３ 本報告書の内容 

 「Ⅰ 対象機関の概要」，「Ⅱ 目的」，「Ⅲ 国際的な

連携及び交流活動に関する目標」，「Ⅳ 対象となる活動

及び目標の分類整理表」及び「特記事項」は，当該大学

等から提出された自己評価書から転載している。 

 
 「Ⅴ 活動の分類ごとの評価結果」は，活動の分類ご

とに，各評価項目での観点ごとの活動の状況・判断を記

述している。「判断」は，目標を達成する上で，「優れて

いる」，「相応である」，「問題がある」の3種類で示して

いる。 
 
 「Ⅵ 評価項目ごとの評価結果」は，評価項目ごとに，

「目的及び目標の達成への貢献の状況」，「目的及び目標

で意図した実績や効果の状況」として，活動の分類ごと

の状況を総合的に判断して，当該評価項目全体の水準を

以下の5種類の「水準を分かりやすく示す記述」を用い

て示している。 

・十分に（貢献して又は挙がって）いる。 

・おおむね（貢献して又は挙がって）いる。 
・相応に（貢献して又は挙がって）いる。 

・ある程度（貢献して又は挙がって）いる。 

・ほとんど（貢献して又は挙がって）いない。 

 なお，これらの水準は，当該大学等の設定した目的及

び目標に対するものであり，大学等間で相対比較するこ

とは意味を持たない。 

また，評価項目ごとに，当該大学等の活動において特

徴あるとみなされる点等を，「特に優れた点及び改善を

要する点等」として記述している。 
 

 「意見の申立て及びその対応」は，評価結果に対する

意見の申立てがあった大学等について，その内容とそれ

への対応を併せて示している。 
 
４ 本報告書の公表 

 本報告書は，大学等及びその設置者に提供するととも

に，広く社会に公表している。 
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Ⅰ 対象機関の概要 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 

 

１ 機関名：福井大学 
２ 所在地：福井県福井市 
３ 学部・研究科・附置研究所等の構成 

（学部）教育地域科，工  （研究科）教育学，工学   

（関連施設）附属図書館，地域共同研究センター，機器

分析センター，遠赤外領域開発研究センター，総合情報

処理センター，留学生センター，保健管理センター 

４ 学生総数及び教職員総数 

（学生総数）：学部 3,299 人，大学院 768 人 

（教員総数）：363 人 （教員以外の職員総数）：161 人 

５ 特徴 

 本学は，昭和 24 年 5 月に学芸学部と工学部の 2 学部

からなる新制国立大学として発足し，その後，大学院の

設置や数度の学部改組を経て現在に至っている。近年で

は，本学及び地域の特徴を際立たせ国際連携・交流のた

めにも重要なものとして，平成 11 年に遠赤外領域開発

研究センター，教育地域科学部地域文化課程異文化交流

コース及び工学部知能システム工学科，平成 14 年に工

学研究科ファイバーアメニティ工学専攻，平成 15 年に

工学研究科知能システム工学専攻を設置している。 

 教育研究のグローバル化に対応するだけでなく，知の

拠点として地域社会に貢献する姿勢も打ち出している。

昭和 53 年に国際交流委員会を設け，海外の大学・研究

機関との学術交流協定締結を推進し，その数は 46 に及

んでいる。また，留学生教育・指導の充実を目的として

平成 7 年に留学生指導相談室，平成 12 年にこれを発展

的に改組して留学生センターを学内措置し，平成 15 年

にその省令施設化を実現した。さらに，より質の高い留

学生の確保を目指し，充実したカリキュラムを誇る英語

による短期留学プログラム（全学）及び国際総合工学特

別コース（工学研究科博士後期課程）を平成 13 年に発

足させた。また，地域・大学・留学生・帰国留学生のネ

ットワーク構築に向け，機関紙「こころねっと」を平成

13 年以後定期的に発刊している。 

 このような活動を支援する事務管理組織改革も行い，

平成 10 年に大学開放企画室を設置し，平成 13 年に担当

副学長制を導入した。また，資金的に支援する制度とし

て，平成 10 年に工学部工業会海外留学支援基金，工学

部学生育成会，平成 13 年に学術・地域交流支援基金を

設置した。 

Ⅱ 目的 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 

 
A 国際的に活躍できる人材を育成する。 
 本学が国際的に貢献する方策の一つとして，教育研究

面での連携や，留学生の交流など多面にわたって重要な

役割を果たす学術交流協定の締結を推進するとともに，

交流の質的向上を図る。 
 教育研究を通じ国際的に活躍できる人材を育成する。

そのために，外国人教員の任用，教員の派遣・受入れの

みならず事務職員等の派遣を進める。また，国際化に対

応できる人材を育成するコースや，最先端の教育研究を

目指す専攻等の設置に努める。また，既存の学部・学科・

コースの外国語教育を強化するなど国際化に関連するカ

リキュラムの充実を図る。在学生が積極的に海外活動を

行えるように，その活動を奨励・支援する。 
 留学生の受入れを推進する。質の高い留学生を積極的

に受け入れるために，英語による専門教育を行うコース

の設置を行い，また，受入れ支援体制等を整備する。 
 
B 世界的水準の研究を目指すとともに，国際交流・協

力事業を推進し国際貢献を目指す。 
 世界的水準の研究拠点を整備する。また，グローバル

化した社会における大学として，外国の大学との教育研

究面における連携・交流を行い，国際研究集会の開催と

参加を推進する。特に，国際学術交流協定締結機関等と

の国際共同研究等の実施と開発途上国等への協力を行う。 
 
C 地域の国際化に貢献する。 
 研究がグローバル化した現在，国際的視野に立った学

術研究を推進することはもとより重要であるが，一方，

地域の知の拠点としての大学の重要な機能の一つとして，

地方の特性を生かした分野を重点的に整備することも必

須である。地域の特徴的な分野における教育研究を国際

的水準で行うための拠点を整備し，その成果を積極的に

発信する。また，地方都市の特徴を生かしたテーマに絞

った国際会議等を開催するなど，地元関係者が関心を持

ち，容易に参加できるよう工夫し，地域への発信機能を

高める。 
 さらに，留学生と地域の結びつきを強め，また留学生

ネットワークを構築するなど，留学生が地域の国際化へ

貢献できる体制を整備する。 
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Ⅲ 国際的な連携及び交流活動に関する目標 
※大学等から提出された自己評価書から転載 

 
A 国際的に活躍できる人材を育成する。 
 

1  外国の大学・研究機関との学術交流協定締結の推進 

 研究面での連携や留学生の交換，教育面での協力など

を介した大学のグローバル化への対応や国際貢献を推進

するための第一歩として，海外の大学・研究機関等との

学術交流協定の締結は非常に重要な意味を持つ。また，

締結後の実質的な交流を保つことも重要である。協定数

の増加を図るとともに実質的な交流を持続させる。 

 

2  職員の国際化を推進 

 教員の受入れ・派遣はもとより事務職員等の派遣を推

進する。また，外国人教員を採用する等，国際化教育に

ふさわしい人材を確保し，カリキュラムを整備する。 

 

3  留学生のためのコースの整備と留学生の支援 

 留学生の受入れと派遣を推進するため，より多くの海

外の大学等との学生の交流に関する覚書を交換する。ま

た，より多くの質の高い留学生を受け入れることを目的

として，英語による留学生教育コースを整備するなど，

留学生教育カリキュラムを充実させる。さらに，留学生

センターや留学生担当の事務組織を整備し，留学生の支

援体制を確立する。 

 

4  国際化に対応したコース等を整備 

 国際理解を深めるためのコース等を整備し，日本人学

生や留学生を受入れ，コースでの学生交流活動を推進す

る。また，交流協定校等との交換留学やその他の留学を

支援する。 
 
B 世界的水準の研究を目指すとともに，国際交流・協

力事業を推進し国際貢献を目指す。 
 
5  国際研究集会の開催と参加の促進 
 教員の国際研究集会開催や参加を奨励・支援するため，

学内の多様な財源を活用する体制を整える。また，科学

研究費補助金などの外部資金の獲得を支援する体制を整

備する。さらに，学生の学会発表や海外協力への参加を

支援するための財源の確保を図る。 
 教員個々による国際会議開催を支援するのみならず，

大学が中心となって組織的に国際会議・国際シンポジウ

ム等を開催する。 
 
6  国際共同研究の実施・参画の推進 
 国際学術交流協定，科学研究費補助金，政府間協定等

による国際共同研究や開発途上国への国際協力を多様な

手段により柔軟に支援する体制を整備する。 
 
7  世界的水準の研究の推進 
 世界的にみて優れた研究，海外研究機関との連携を伴

う研究を支援する。特に，外国人研究者を招へいできる

ような世界的な研究拠点を築く。 
 
C 地域の国際化に貢献する。 
 
8  留学生と地域社会の交流推進 
 小中学校での国際理解教育や留学生の地域貢献を推進

する。留学生とその出身国，大学，地域との持続的交流

を図るため，留学生ネットワークを構築する。また，シ

ンポジウムなどに帰国留学生を招へいするなど，帰国後

も交流を持続させる。また，留学の成果が有効に生かさ

れるよう，卒業する留学生の希望に応じた企業への就職

を支援する。 
 
9  地域の特性を生かした国際的教育研究活動の推進 
 地域の国際化に貢献するために，地域の特徴的な分野

の教育研究拠点を整備する。また，地域の関係者が参加

できるような国際会議・国際シンポジウム等を開催し，

地域の関連機関・企業等が参加する国際共同研究を行う。 
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Ⅳ 対象となる活動及び目標の分類整理表 
※大学等から提出された自己評価書から転載 

活動の分類 「活動の分類」の概要 対象となる活動 
対 応 す る 
目標の番号

学術交流協定の締結     1 
教職員等の受入れ・派遣     2 
外国人教員の採用     2 

学術交流協

定の締結と

教職員等の

受入れ・派遣 

 国際交流推進に重要な学術交流協定の締結を推進し

ている。教員の国際交流・海外研修の推進はもとより，

事務職員の海外派遣も行っている。国際的に活躍でき

る人材の育成を目指し，専門教育あるいは語学教育の

ために外国人教員を任用している。また，遠赤外領域

開発研究センターでは客員教授として外国人研究者を

採用している。 

  

留学生の受入れと派遣     3 
英語による留学生教育     3 
外国人留学生の支援     3 
コース等の学生交流活動     4 

教育・学生交

流 
 海外の数多くの大学・研究機関と学生の交流に関す

る覚書を交し，留学生受入れ環境を改善して学生交流

活動を活性化している。留学生教育を充実させるため

に英語で授業を行う短期留学プログラムと国際総合工

学特別コースを設けた。また，日本文化理解を促進さ

せるための科目も開講した。学内措置で発足した留学

生センターは省令施設として認可され，外国人留学生

の教育や生活を支援する体制も整備した。一方，異文

化交流コースを新設し，国際理解を深めようとする日

本人学生や留学生を受入れている。 

  

国際研究集会の開催     5 
国際研究集会への参加     5 

国際会議等

の開催・参加 
 研究集会の開催・参加を，学術・地域交流支援基金，

地域共同研究センターの資金，学長裁量経費，工学部

国際研究集会派遣推進基金など，多様な財源で支援で

きる体制を整えた。学生の国際会議への参加も同窓会

その他の支援を得て推進している。学内で国際会議等

の開催希望を募集し，福井大学コングレスとしてほぼ

同時に開催する仕組みを設け，開催負担の軽減と効果

の増大を図っている。 

  

国際共同研究及び開発途上国へ

の国際協力 
    6 

研究センター・独立専攻による国

際共同研究 
    7 

国際共同研

究の実施・参

画 

海外の大学・研究機関との学術交流協定の締結を推

進するなどして，国際共同研究の実施や外部資金の獲

得を容易にした。国際共同研究や開発途上国への協力

を多様な財源で柔軟に支援できる体制を整えた。開発

途上国からより多くの留学生を受け入れる仕組みを整

えた。国際的にも優れた研究活動を推進し，国際共同

研究の核とすることを目指し，研究センターや独立専

攻を設置した。 

  

小中学校等での国際理解教育支

援 
    8 

留学生の就職支援と地元企業の

グローバル化への貢献 
    8 

留学生ネットワークの構築     8 

地域の国際

化への貢献 
留学生センターが核となり，英語教育助手派遣等に

よって小中学校での国際理解教育を支援するととも

に，その活動を通して留学生の日本理解の深化と国際

性の涵養を図っている。また，留学生の地元企業就職

を支援して地域産業の国際化に貢献している。更に，

帰国留学生とのネットワークを構築し，途上国社会と

地域社会の持続的な交流を目指している。地域性を反

映した学科・専攻を設置し，組織的に地域参加型の国

際会議・シンポジウムを開催している。 

地域の特色を生かした国際的教

育研究活動 
    9 
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Ⅴ 活動の分類ごとの評価結果 

１ 学術交流協定の締結と教職員等の受入れ・派遣  
 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 学術交流協定の締結は，委員長

を企画担当副学長とし，学務担当副学長，両学部長，附

属図書館長，両学部選出の教授，事務局長で構成される

国際交流委員会が所掌する。事務組織は大学開放企画室

国際交流係である。大学間交流協定の締結は連絡担当教

員と所属する部局長の事前相談を経て学長に申請し，国

際交流委員会へ付議される。各学部教授会への付議・承

認を経て，国際交流委員会は学長へ意見の具申をし，学

長は評議会へ付議し，承認を経て締結に至る。教職員等

の受入れ・派遣については国際交流委員会が掌握してい

る。事務組織は，大学開放企画室に国際交流担当の国際

交流係を配置し，研究支援室では研究協力係が国内外に

おける研究を支援している。外国人教員の採用について

は全学の教員採用人事を担当する事務組織と工学研究

科・工学部英語教育実施運営委員会がある。語学教育を

中心に担当する工学部外国人教員については，工学研究

科・工学部の学生の英語力を強化するために外国人教員

の教育上の役割と人員充足の方法について工学研究科・

工学部英語教育実施運営委員会で審議する。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動目標の周知・公表 学術交流協定の締結,教職員の受

入れ・派遣についての活動の目標や趣旨は，評議会，教

授会，学科長会議，主任会議等で委員会報告として教職

員に周知している。学外へは英語版の大学案内に学術交

流協定の締結数を明記し共同研究機関などに送付する。

英文大学案内とあわせて海外に送付する「Overseas 
Student Bulletin」に協定の目的と趣旨を明記している。

外国人教員の採用については教授会で活動の目標や趣旨

を周知している。採用は公募を原則とし，学術雑誌，新

聞，科学技術振興事業団の「研究者人材データベースシ

ステム」にも掲載を依頼している。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
改善システムの整備・機能 学術交流協定，教職員等の

受入れ・派遣については国際交流係が，協定大学・機関

との交流に関する情報を収集している。また，毎年 1 回

各協定大学・機関との交流状況を連絡調整責任教員が当

係に報告している。年 4～5 回程度開催される国際交流

委員会で国際交流係の収集したデータを基に，学部，学

科・課程，事務局が意見を述べ，改善を図っている。ま

た，外部評価委員会において指摘された問題点について

は，改善方法を国際交流委員会で議論し，改善を図って

いる。外国人教員の採用について，企画評価室において

教育研究活動のデータを収集しており，講座会議，学科

会議，運営委員会で検討する。採用人事については，各

講座，学科，工学研究科･工学部英語教育実施運営委員会，

遠赤外領域開発研究センターから提案され，教授会ある

いはセンター管理委員会でその妥当性が審議される。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 学術交流協定の締結件数を増加させる

ため，国際交流委員会で定めた基本方針に基づき，連絡

調整責任教員を任命し協定大学・機関との交流を持続さ

せる。外国人教員の採用については工学研究科・工学部

英語教育実施運営委員会において，8 学科で 4 名の英語

教育を担当する外国人教員を採用することを決定した。

遠赤外領域開発研究センターでは，管理委員会において，

平成 13 年度より外国人客員教員を採用することを決定

した。単に英語教育の能力があるだけでなく，工学の専

門領域に関する知識を持つことを採用の条件としている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

活動の方法 学術交流協定については学術交流協定案文

のファイルと締結のための手順を用意し相手方との打合

せを容易にしている。外国人教員の採用については教員

定員が減少する中で，通常のポストを工面して外国人を

英語教育担当者として採用した。専門教育科目中心の担

当者を採用する際にも，日本人ではなく外国人を敢えて

採用している。教職員の受入れ・派遣を主な目的とする

「学術・地域交流支援金」と「工学部国際研究集会派遣

推進基金」の財源を確保し，教育改善経費，重点経費，

工学部重点経費を国際交流に重点的配分をしている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

 

活動の実績及び効果 

活動の実績 学術交流協定の締結については平成 11 年

度～15 年度までに 8，20，30，43，46 件と増加してい

る。28 名の教員が連絡調整責任者となり，教授実員 140
名の 5 人に 1 人が責任者となっている。教職員等の受入

れ・派遣については，交流協定の締結数が増加したこと

に呼応して，協定大学･機関との間の教職員等の受入れは，

平成 10 年度～14 年度までに 6，16，20，29，58 名と増

加し，派遣は 23，37，37，44，90 名と増加している。

受入れ全体については，外国人研究者等の受入れの実績

が平成 10 年度～平成 14 年度までに 49，61，68，75，
105 名と増加している。派遣全体については，教員等の

海外渡航の実績が平成 10 年度～14 年度までに 132，181，
197，191，225 名と増加している。外国人教員の採用に

ついては，外国人教員の数が平成 11 年度～15 年度まで

に 10，9，6，6，10 名と推移している。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
活動の効果 学術交流協定の締結については，地域の新
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聞のニュースになる頻度も高く，地域における知の拠点

としての認知度を高めた。外国人教員の採用について，

グローバルな視点に立った教育，英語による授業の増加，

国際共同研究の増加等をもたらした。これらの成果とし

て，留学以外の目的で外国へ出かける学生の海外派遣件

数が順調に推移している。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

 

２ 教育・学生交流 
 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 留学生の受入れと派遣について

は，外国人留学生の受入れと当該大学の学生の派遣を審

議する全学委員会として留学生委員会があり，学部・研

究科には，学部･研究科留学生委員会を置いている。留学

生の受入れと学生の派遣に係る事務は留学生課が行う。

受入れた留学生の生活指導を行う施設としては，留学生

センターがある。外国人留学生の支援については留学生

委員会，留学生センター運営委員会，学部，研究科には

学部・研究科留学生委員会が留学生の研究，教育，生活

等について掌理し，留学生課，留学生センターが具体的

な支援活動を実施している。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

活動目標の周知・公表 留学生の受入れ・派遣について

の活動の目標や趣旨は各学部の教授会・研究科委員会や

共通教育センターの会議において構成員への周知が図ら

れる。交流協定書及びそれに付随する交流覚書きに留学

生の受入れ・派遣についての活動の目標や趣旨が明示さ

れている。「福井大学留学生センター」（日本語・英語版）

と「Overseas Student Bulletin」において国際交流の目

的を述べている。これらを交流協定校や国内外の留学フ

ェアなど機会ある毎に関係者に配布している。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

改善システムの整備・機能 留学生の受入れと派遣につ

いては，個別相談やガイダンスで情報を収集し，集めた

情報の中で問題となるものは，教員が学部･研究科留学生

委員会や留学生センターに検討事項として提起する。提

起された問題は学部･研究科留学生委員会，留学生委員会，

教授会などで検討・審議され，改善される。外国人留学

生の支援についてはオリエンテーション実施時にアンケ

ートを実施し，支援のニーズや問題点を把握すると同時

に，留学生センター相談・交流担当教員が随時面接相談

を実施している。改善点はセンター会議，各委員会で議

論して改善策を決議し，実行に移す体制となっている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 留学生の受入れと派遣のバランスにつ

いては，交換留学生の受入れ数を各協定校から 3 名以内

として，極端な偏りが生じないよう配慮している。奨学

金受給被推薦者（受入れ，派遣とも）の決定については

地域的なバランスを考慮した基準を設けている。英語に

よる留学生教育については，短期留学プログラム A（定

員 20 名）と工学研究科国際総合工学特別コースを開設

した。外国人留学生の支援については，奨学金説明会，

授業料免除説明会，チューター説明会等の実施によって，

各種支援を制度化し，計画的に実施している。コース等

の学生交流活動については，国際理解教育を行うことの

できるカリキュラム実施する異文化交流コース，海外の

大学と連携してプログラムを実施する英語教育サブコー

スを設置した。英語教育サブコースでは，英語の短期研

修プログラムをカナダのオカナガン大学と連携して実施

している。異文化交流コースでは，協定大学であるハン

ブルク大学のドイツ語サマースクールに学生の参加を奨

励し，支援している。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動の方法 留学生の受入れと派遣について，海外の学

術機関と交流協定を締結する際に，学生の交流に関する

覚書を可能な限り交し，積極的に現地での留学生の受入

れ広報活動を行っている。学生の交流に関する覚書を交

換することによって，お互いに授業料等を不徴収とする

環境を整えた。コース等の学生交流活動について，異文

化交流コースでは，国際交流活動を行う科目をカリキュ

ラムに取り入れており，福井県国際交流センターや福井

ユネスコと連携して，企画に参画している。英語教育サ

ブコースでは，研修プログラムの立ち上げ及び実施のた

めに学長裁量経費や日下部・グリフィス学術交流基金な

どの資金的援助を受けている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
 

活動の実績及び効果 

活動の実績 留学生の受入れと派遣について，平成 10
年度以降に新たに学術交流協定を締結した件数は 40 で

あるが，そのうち学生の交流に関する覚書を交換したの

は 28（70％）に上る。留学生数は平成 10 年の 144 名か

ら平成 15 年の 204 名へと増加した。協定大学との学生

交流は平成10年度～14年度の実績が，受入れは19，18，
21，29，56 名と増加し，派遣は 3，5，4，26，20 名と

推移している。英語による留学生教育については平成 13
年 10 月から 15 年 4 月までに短期留学プログラム留学生

25 名，国際総合工学特別コースの入学者は 17 名を受入

れてきた。外国人留学生の支援については，チューター

数は平成 10 年の 59 名から平成 15 年の 111 名に伸びて

いる。オカナガン大学の語学研修には，平成 12 年度～

14 年度にそれぞれ，12，11，10 名の学生が参加した。

ハンブルク大学の夏期講座は，平成 13，14 年にそれぞ

れ 4 名の学生が参加した。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
活動の効果 短期留学生プログラムを修了した留学生の

3 分の 1 が再度来日して当該大学院に進学していること
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から波及効果が大きいことがわかる。英語による留学生

教育について短期留学プログラムと国際総合工学特別コ

ースの留学生を対象にアンケートを行った結果，短期留

学プログラムのアンケート回答者のほぼ全員がプログラ

ムに満足しており，国際総合工学特別コースの学生の 4
分の 3 が留学の意義を認めている。外国人留学生の支援

について，留学生数は増加しており，アンケート結果か

ら生活面や経済的な面でも満足していることが推測でき

る。コース等の学生交流活動は，オカナガン大学での英

語研修プログラム実施者やハンブルク大学でのドイツ語

研修の参加者のアンケートから満足度が推測できる。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

 

３ 国際会議等の開催・参加 
 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 国際研究集会の開催は，教職員

の自由意志に基づく場合やセンター，専攻，学科を母体

とする場合は企画した教職員集団や母体組織が実施組織

となって開催準備から実施報告に至る全ての段階につい

て，意思決定を行っている。国際研究集会開催を奨励す

る主な組織は，学術・地域交流支援委員会であり，提出

された開催企画や活動計画を委員が評価して順位付けす

ることにより，採択を決定している。大学として「福井

大学国際コングレス 2002」を開催することを決定し，国

際シンポジウムや国際フォーラム開催の希望を全部局の

教員から募り，それらを集中的に開催することとした。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

活動目標の周知・公表 国際研究集会の開催については，

福井大学学術・地域交流支援委員会規程など，当該大学

主導の基金や支援組織の目的を明確にするために，要項，

規程を整備している。想定される参加者に対しては多様

なメディアを利用して，大学開放企画室大学開放係や広

報委員会と連携し，組織的な体制により広報している。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

改善システムの整備・機能 国際研究集会の開催につい

ては，各部局及び企画評価室と連携して，自己点検･評価

検討委員会が情報収集と評価を包括的に行っている。外

部評価，国際外部評価も実施している。外部評価での分

析と改善指針の提言は，関連委員会が参考にするととも

に，全教職員に報告書を配布し，周知させている。国際

研究集会の開催後にはアンケートを実施している。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 国際研究集会の開催については，中心

的な開催担当者が適時性，学術交流協定大学･機関との折

衝，開催資金の目途を踏まえて実行可能性を検討し，計

画を策定する。「福井大学国際コングレス 2002」は，活

動範囲も広範なので部局長会議で学部間や専門分野など

の種々のバランスを配慮して複数の研究集会の実施計画

が策定された。大学として，今後定期的に開催すること

が検討されている。大学として特徴的な分野における国

際研究集会開催に対しては資金の重点配分を行ってきた。

その結果，遠赤外領域開発研究センターでは，年次計画

の下，国際研究集会やセンターセミナーを開催してきた。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

活動の方法 国際研究集会の開催について，「福井大学国

際コングレス 2002」における国際フォーラムやシンポジ

ウムを集中的に開催することで，大きなインパクトを与

え，負担の軽減を図る開催形態は，単独の開催を繰り返

すより，効率的である。学長裁量経費，地域共同研究セ

ンター委任経理金，工学部学生育成会経費などの他，学

術･地域交流支援基金が福井大学学術･地域交流支援委員

会での協議に基づき交付される。国際研究集会への参加

について，若手教員を対象として「工学部国際研究集会

派遣推進基金」を設置し，平成 11 年度より助成してい

る。大学院生への参加支援として，「工学部同窓会組織の

支援」がある。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

 

活動の実績及び効果 

活動の実績 国際研究集会の開催について，過去 5 年間

で 23 件開催されており，平成 10 年度～14 年度で 3，5，
1，4，10 件と推移している。平成 14 年度「福井大学国

際コングレス 2002」では 2 つの国際フォーラムと 4 つ

の国際シンポジウムを大学が主催して同時に開催した。

国際研究集会への参加について，国際会議や海外の機関

に招待され，講演・講義を行った件数は平成 10 年度～

14 年度の実績が 32，41，41，34，33 件と推移している。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

活動の効果 国際研究集会の開催について，大学が主催

した「福井大学国際コングレス 2002」では，開催責任者

に対するアンケート調査結果や実施報告書から多様な成

果が報告されている。また，共同研究のきっかけを与え，

例えば，「国際ファイバーアメニティ工学シンポジウム」

を契機として，フランスのリヨン繊維・化学技術院と学

術交流協定を結び，共通の地場産業を軸にして，相互交

流が活発になっている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

 

４ 国際共同研究の実施・参画 
 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 国際共同研究及び開発途上国へ

の国際協力について学術交流協定及び政府間協定による

国際協力関連は大学開放企画室国際交流係，留学生関連

は留学生課，資金・支援組織関係は会計課及び研究支援
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室が掌握し，事務連絡会議などで連携を図っている。各

組織はそれぞれの規程に従い運営されている。研究セン

ター･独立専攻による国際共同研究については遠赤外領

域開発研究センター及び大学院工学研究科ファイバーア

メニティ工学専攻（独立専攻）を創設し，国際共同研究

への組織的な取組の推進を図った。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動目標の周知・公表 国際共同研究及び開発途上国へ

の国際協力について，種々の委員会報告や決定事項は，

評議会，教授会，学科長会議，主任会議，教室会議等で

報告される。研究センター･独立専攻による国際共同研究

ついて，パンフレットには研究センターと独立専攻の設

立趣旨や国際共同研究を推進することが明記されている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

改善システムの整備・機能 国際共同研究及び開発途上

国への国際協力については，それぞれの委員会などで問

題点や改善についての議論が継続的に行われている。ま

た，毎年，自己点検・評価を行い全構成員に冊子として

配布している。重点研究費及び工学部重点研究費につい

ては公開報告会を実施し，審査委員がプロジェクト毎の

点を付けている。研究センター･独立専攻による国際共同

研究については，教室会議において国際共同研究活動に

ついての議論が継続的に行われている。また，毎年，自

己点検・評価を行い全構成員に冊子として配布している。

特に遠赤外領域開発研究センターでは大学改革推進等経

費を獲得し，平成 15 年度に国際外部評価を受ける。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 国際共同研究及び開発途上国への国際

協力については学術交流協定締結の推進，外部資金の獲

得，内部資金の整備などの活動が計画され実行された。

研究センター・独立専攻による国際共同研究について，

拠点の設置は，教授会，評議会などでの議論や議を経て

決定された。その内容は，大学の特徴を踏まえ，過去の

実績や地域性を考慮し決定され，学内外に明確に示され

ている。大学としては，特徴ある研究センターと独立専

攻を設立することにより，その関連分野における国際共

同研究や地域連携を推進させる計画である。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
活動の方法 国際共同研究及び開発途上国への国際協力

について，国際共同研究の約 3 分の 1 が学術交流協定締

結大学・機関とのものである。科学研究費補助金の獲得

を積極的に行うようにとの指示を教授会で行い，申請書

作成の説明会を実施した。工学部では，科学研究費補助

金の採択率を上げるために，審査委員経験者による添削

指導を行っている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

 

活動の実績及び効果 

活動の実績 国際共同研究について，平成 10 年度～14
年度の年次変化は 37，45，61，69，72 件と増加してい

る。事業主体別では，学術交流協定大学・機関とのもの

と科学研究費補助金を受けたものがそれぞれ 4 分の 1 で

ある。共同研究の相手国としてはアメリカが最も多く総

数の約 20％を占め，ついで欧州・豪州の先進国が約 20％
で，残りの 60％がアジア地域を中心とする開発途上国で

ある。平成 10 年度～14 年度の開発途上国への国際協力

の件数は 2，4，6，6，9 件の計 27 件であり，そのうち

新規案件件数は 2，2，4，2，3 件である。平成 14 年度

の開発途上国からの留学生は 201 人で総数 204 人の

99％を占める。遠赤外領域研究センターにおける平成 11
年度～14 年度の国際共同研究は，5，11，12，14 件と推

移している。ファイバーアメニティ工学専攻関連の国際

共同研究は過去 2 年間で 10 件から 14 件になった。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
活動の効果 学術交流協定による共同研究は，留学生の

受入れ・派遣などにつながり，開発研究プロジェクトに

参画した結果，学術交流協定を締結し，永続的な共同研

究・開発協力・交流が生まれ，当該諸国から留学生が入

学している。国際共同研究の実施教員は，多くの場合，

国際共同研究プロジェクトと共に地元企業との共同プロ

ジェクトを抱えており，その中で国際共同研究の成果が

地域に反映される。開発途上国等への国際協力について

は，アラブ首長国連邦（UAE）への砂漠緑化協力，アル

ゼンチンにおける数学教育への協力などは現地の新聞が

報道している。研究センター・独立専攻による国際共同

研究について，遠赤外領域研究センターではロシア科学

アカデミー及びブルガリア電子工学研究所，ファイバー

アメニティ工学専攻ではフランスのリヨン繊維被服研究

所その他と，福井の企業団体を含めた共同研究を行い，

地域の国際化に貢献している。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

 

５ 地域の国際化への貢献 
 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 小中学校等での国際理解教育支

援について，留学生センター運営委員会を統括機関とし

て，留学生課，留学生センター相談･交流担当教員が連携

して実施している。留学生の就職支援と地元企業のグロ

ーバル化への貢献については就職委員会，両学部就職委

員会，学生課就職担当専門員，留学生課と連携して，留

学生センター相談・交流担当教員が留学生就職を支援し

ている。留学生ネットワーク構築について，留学生セン

ター運営委員会を統括機関として，留学生センター相

談・交流担当教員と各国留学生で編集委員会を編成し，

月例会を開催して，「こころねっと」を編集発行している。

地域の特色を生かした国際的教育研究活動について，福

井県の工業製造製品出荷額の大部分を占めるのは繊維・
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染色・化学工業関係と電気・機械関係であり，これら 2
つの分野における教育研究活動拠点の設置に取り組み，

平成 11 年度に工学部「知能システム工学科」，平成 14
年度に大学院工学研究科に独立専攻として「ファイバー

アメニティ工学専攻」，平成 15 年度に「知能システム工

学専攻」を設置した。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

活動目標の周知・公表 小中学校等での国際理解教育支

援については，担当者に対しては留学生センター運営委

員会，留学生センター会議で活動報告が随時なされ，そ

の目標や趣旨が周知されている。学外関係者へ対しては

センターニュース「こころねっと」などの配付を通して

教育関係者に周知されている。留学生へは「相互支援参

加登録制度」による登録，及び年 2 回のオリエンテーシ

ョンを通して周知している。留学生の就職支援と地元企

業のグローバル化への貢献については留学生センター運

営委員会，就職委員会等で随時説明するとともに，シン

ポジウム等を通して周知している。学外に対しては商工

会議所との共催の懇談会や，経済団体への講演などで周

知している。「こころねっと」は留学生センター運営委員

会等で編集方針，編集状況が報告され，教職員全員に配

布されており，その目標や趣旨は周知されている。地域

の特色を生かした国際的教育研究活動については，学科･

専攻の創設には組織全体の改編を伴い全教職員が関与し，

学科･専攻の構成員は学科・専攻科会議等を通じ活動の目

標を周知している。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

改善システムの整備・機能 小中学校等での国際理解教

育支援について，当該活動をテーマとするシンポジウム

を毎年実施し，小中学校関係者の参加を得て，意見を収

集している。また，参加留学生及び受入れ小学校に対す

る評価アンケートを実施している。留学生の就職支援と

地元企業のグローバル化への貢献については,就職説明

会でのアンケート，県内企業との懇談会後のアンケート

で意見を聴取している。留学生ネットワークの構築につ

いては帰国留学生への「こころねっと」送付において意

見用紙を同封し，収集された意見は編集委員会及び，留

学生センター運営委員会で討議し，随時改善している。

地域の特色を生かした国際教育研究活動については，国

際シンポジウムを定期的に開催しているが，地域の関連

諸団体の支援協力を受け，毎回その意見を反映している。

外部評価は毎年行っている。国際会議等では，参加者ア

ンケートや実行委員会での議論により改善を行う。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 小中学校等での国際理解教育支援につ

いては，年契約による英語指導助手，数日のみの異文化

理解教育への派遣などがあり，受入れ小中学校担当者に

計画書と派遣依頼状を提出してもらっている。留学生に

よる小学校英語指導助手などの大きな事業の場合は教育

委員会単位で事前に長期計画を提出してもらう。留学生

の就職支援と地元企業のグローバル化への貢献について

就職説明会から内定決定後のフォローまで体系的な事務

及び精神的な支援をしている。留学生ネットワークの構

築について，地域社会を含めた総合的なネットワーク構

築という目的に沿い「こころねっと」を編集し，地域全

体に配布する。地域の特色を生かした国際的教育研究活

動については，国内外機関との共同研究の推進，留学生

の積極的受入れ，地域参加型の国際会議･シンポジウムの

開催の 3 つを組織的に行う。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

活動の方法 留学生の就職支援と地元企業のグローバル

化への貢献については，商工会議所を中心として，経済

同友会，ロータリークラブ等との活動に就職希望者を中

心に参加させ，企業との接点を可能な限り増やしている。

また，企業からの翻訳・通訳要請や語学講師派遣要請が

あった場合も積極的に受け，留学生を派遣している。留

学生ネットワークの構築について，「こころねっと」の発

行経費として文部科学省特別配分を受け，また，学長裁

量経費配分を受けている。同様に特別配分により「ここ

ろねっと」ホームページを立ち上げた。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
 

活動の実績及び効果 

活動の実績 小中学校等での国際理解支援について，留

学生による地域支援活動の件数，延べ参加人数が平成 13
年度は 2 件，35 人日，平成 14 年度は 25 件，289 人日，

平成 15年度は 7月現在で 25件，530人日となっている。

留学生の就職支援と地元企業のグローバル化への貢献に

ついて，留学生就職希望者のほとんどが就職し，かつ県

内企業へも就職している。留学生ネットワークの構築は，

「こころねっと」を平成 13 年秋から計 3 号各 3,000 部

発行，配布・送付した。平成 13 年 11 月に発足した同窓

会には 83 名から登録があった。地域の特色を生かした

国際的教育研究活動は，平成 10 年度以後，ファイバー

アメニティ工学専攻の教職員が組織した国際会議･シン

ポジウムは 8 件で，そのうち地域参加型のものは 3 件で

ある。知能システム工学科の教職員が組織した国際会議･

シンポジウムは 6 件であり，そのうち地域参加型のもの

は 4 件である。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動の効果 小中学校等での国際理解教育支援について，

参加留学生からは継続参加したいという希望が聞かれ，

小中学校からも継続派遣希望がある。留学生の就職支援

と地元企業のグローバル化への貢献について，当該大学

における就職支援活動は特集番組として放映された。ま

た，来訪した厚生労働省外国人雇用対策課長補佐にモデ

ル的活動として聴取を受けた。地域の特色を生かした国

際的教育研究活動について，国際会議・シンポジウムに

は，多くの地域団体が協賛し，継続的に開催できている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。
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Ⅵ 評価項目ごとの評価結果 
 

福井大学の「国際的な連携及び交流活動」について，

当該大学の目的及び目標に照らして行った活動の分類

（学術交流協定の締結と教職員等の受入れ・派遣，教育・

学生交流，国際会議等の開催・参加，国際共同研究の実

施・参画，地域の国際化への貢献）ごとの評価結果を，

評価項目単位で整理し，以下のとおり，評価項目ごとの

評価を行った。 

 
 

１ 実施体制 
 

評価は，実施体制の整備・機能，活動目標の周知・公

表，改善システムの整備・機能の各観点に基づいて，目

的及び目標の達成に貢献するものとなっているかについ

て行った。 

 

◇目的及び目標の達成への貢献の状況 
 実施体制の整備・機能の観点では，活動の分類「国際

会議等の開催・参加」における大学として福井大学国際

コングレスを開催することを決定し，国際シンポジウム

や国際フォーラム開催の希望を全部局の教員から募り，

それらを集中的に開催することを「優れている」と判断

した。その他の活動の分類に関しては「相応である」と

判断した。 
 活動目標の周知・公表の観点では，全ての分類におい

て「相応である」と判断した。 
 改善システムの整備・機能の観点では，全ての分類に

おいて「相応である」と判断した。 

 
 これらの評価結果から，総合的に判断し，以下の水準

とした。 

 
貢献の程度（水準） 

目的及び目標の達成に相応に貢献している。 

 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 
ここでは，活動の分類ごとの評価結果から特に重要な

点を，特色ある取組，特に優れた点，改善を要する点，

問題点として記述することとしていたが，該当するもの

がなかった。 

 

２ 活動の内容及び方法 
 

評価は，活動計画・内容，活動の方法の各観点に基づ

いて，目的及び目標の達成に貢献するものとなっている

かについて行った。 

 

◇目的及び目標の達成への貢献の状況 
 活動計画・内容の観点では，活動の分類「国際共同研

究の実施・参画」における特徴ある研究センターと独立

専攻を設立することにより，その関連分野における国際

共同研究や地域連携を推進させる計画等，活動の分類「地

域の国際化への貢献」における小中学校等での国際理解

教育支援についての計画等を「優れている」と判断した。

その他の活動の分類に関しては「相応である」と判断し

た。 
 活動の方法の観点では，活動の分類「学術交流協定の

締結と教職員等の受入れ・派遣」における教職員の受入

れ・派遣を主な目的とする「学術・地域交流支援金」と

「工学部国際研究集会派遣推進基金」の財源を確保し，

教育改善経費，重点経費，工学部重点経費を国際交流に

重点的配分をしていること等，活動の分類「教育・学生

交流」における海外の学術機関と交流協定を締結する際

に学生交流に関する覚書を交し，お互いに授業料等を不

徴収とすること等，活動の分類「国際会議等の開催・参

加」における「福井大学国際コングレス 2002」で国際フ

ォーラムやシンポジウムを集中的に開催したことを「優

れている」と判断した。その他の活動の分類に関しては

「相応である」と判断した。 

 
これらの評価結果から，半数以上が「優れている」と

判断され，特に大きな問題点等は見出されなかったので，

総合的に判断し，以下の水準とした。 

 
貢献の程度（水準） 

目的及び目標の達成におおむね貢献している。 

 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 
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国際研究集会の開催について，「福井大学国際コング

レス 2002」における国際フォーラムやシンポジウムを集

中的に開催することで，大きなインパクトを与え，負担

の軽減を図る開催形態は，単独の開催を繰り返すより，

効率的である点は特色ある取組である。 
小中学校等での国際理解教育支援については，派遣依

頼の段階で活動の趣旨方法を提出してもらい，目的目標

の明示化，留学生に求める具体的役割の提示を求めてい

る点は特色ある取組である。 

 

３ 活動の実績及び効果 

 
評価は，活動の実績，活動の効果の各観点に基づいて，

目的及び目標で意図した実績や効果がどの程度挙がった

かについて行った。 

 
◇目的及び目標で意図した実績や効果の状況 
 活動の実績の観点では，活動の分類「学術交流協定の

締結と教職員等の受入れ・派遣」における学術交流協定

の締結の増加や教職員の受入れ・派遣の増加等，活動の

分類「教育・学生交流」における受入れ留学生数の増加

等，活動の分類「国際会議等の開催・参加」における国

際研究集会の開催の過去 5 年間で 23 件の実績，「福井大

学国際コングレス 2002」では 6 件の国際シンポジウム，

国際フォーラムを大学が主催して開催したこと，活動の

分類「国際共同研究の実施・参画」における国際共同研

究件数の増加や平成 14 年度の開発途上国からの留学生

が総数の 99％を占めること等を「優れている」と判断し

た。活動の分類「地域の国際化への貢献」に関しては「相

応である」と判断した。 
 活動の効果の観点では，活動の分類「教育・学生交流」

における短期留学プログラムを終了した留学生の 3 分の

1 が再度来日して当該大学院に進学していること等，活

動の分類「国際共同研究の実施・参画」における開発途

上国等への国際協力について現地の新聞が報道したこと

等，活動の分類「地域の国際化への貢献」における小中

学校から継続派遣希望があること等を「優れている」と

判断した。その他の活動の分類に関しては「相応である」

と判断した。 

 
これらの評価結果から，半数以上が「優れている」と

判断され，特に大きな問題点等は見出されなかったので，

総合的に判断し，以下の水準とした。 

 
実績や効果の程度（水準） 

目的及び目標で意図した活動の実績や効果がおおむ

ね挙がっている。 

 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 

ここでは，活動の分類ごとの評価結果から特に重要な

点を，特に優れた点，改善を要する点，問題点として記

述することとしていたが，該当するものがなかった。 
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◇ 特記事項 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 

 
福井大学の全教職員が，学術の国際交流・協力推進に

積極的に取り組んできた結果，本学の留学生数，国際共

同研究の件数，国際学会・会議の開催数など，近年飛躍

的な展開を見ることができた。地方に位置する国立大学

の中でも，今や最も国際交流に熱心な大学の一つである

と自負している。 

 平成 15 年度より，留学生センターを省令施設として

設置できて，いよいよ国際交流の推進体制を整備強化で

きるようになったことは喜ばしい。 

 これまでも，留学生の勉学と生活を支援する努力を続

けてきた結果，福井大学へ留学してきた外国人学生は，

大学での勉学・研究と福井での生活に充分満足して卒業

を迎えてきたことが，昨年開催の「福井大学国際コング

レス 2002」の留学生フォーラムでも確認できたが，今後

もさらなる改善を期したい。 

 平成 13 年度より，全学的に取り組んできた短期留学

プログラム，工学研究科の国際総合工学特別コースは，

順調に推移し，きわめて優秀な留学生を確保できるよう

になった。短期留学プログラムで留学生活を過ごした後

に，大半の留学生が本学の大学院に進学を希望している

ことは，本学で充実した留学生教育が行われていること

と快適な学生生活が保持されていることを示している。

今後は，その優れた実績を踏まえ，国費留学生枠のさら

なる拡大を強く要請していきたい。 

 国際交流学生宿舎が，新設（平成 11 年度）及び改修

（平成 14 年度）により整備された。これら学寮は総て

いわゆる混住寮であり，全収容学生数 209 名のうち，留

学生には 35 名の枠を設けている。留学生の枠が少ない

ので，全留学生を収容できない。留学生は，少なくとも

最初の 1 年間は，入寮できることにしているが，新装の

学寮で快適な学生生活を 1 年以上続けることができない

ことは，留学生増加への一つの障害となっている。留学

生をもっと収容できる学寮の新営が強く望まれる。また，

共同研究件数の増加に対応して，外国人研究者用宿舎の

さらなる整備充実も大きな課題である。 

 約 4,000 名の日本人学生と，約 5％に当たる 200 余人

の留学生とが，もっと交流し，親睦と国際理解を深める

ことができる機会を増やすように，いろいろな工夫を大

学側もしなければならないと認識している。 
 

 


